
吉川市告示第２６３号 

吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付要綱を次

のように定める。 

令和８年９月１５日　　　　　　　　　　　　 

吉川市長　中原恵人　　　 

 

吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付要綱 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、原油等の価格高騰により影響を受けている事業者等に対

し、予算の範囲内で原油等価格高騰対策支援金（第５弾）（以下「支援金」

という。）を給付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条　この要綱において「事業者等」とは、次の各号のいずれかに該当する

ものをいう。 

(1) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企

業者又は小規模企業者 

(2) 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する

中小企業等協同組合 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が適当と認めるもの 

２　この要綱において「経費」とは、事業のために使用した光熱費（電気代、

ガス代等をいう。）、燃料費（ガソリン代、軽油代、重油代等をいう。）又

はその両方をいう。 

　（給付対象者） 

第３条　この支援金の給付対象となる者は、次に掲げる全ての要件に該当する

事業者等とする。 

　(1) 市内に住所又は事業所を有する事業者等であること。 

　(2) 市税等（個人市民税、個人県民税、法人市民税、固定資産税、都市計画

税、軽自動車税及び国民健康保険税をいう。以下同じ。）を滞納していな

い事業者等であること。 

　(3) 令和８年９月１日前に事業を開始した事業者等であること。 



　(4) 今後も事業継続の意思がある事業者等であること。 

　（不給付要件） 

第４条　前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業者等に

対しては、支援金を給付しない。 

　(1) この要綱の規定による支援金を受けた事業者等 

　(2) 市から同様の趣旨を有する他の補助金の交付対象者となっている事業者

等 

　(3) 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に規定する農業者及び農

事組合法人 

　(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員又は吉川市暴力団排除活動推進条例

（平成２４年吉川市条例第１９号）第３条第２項に規定する暴力団関係者

が関与している事業者等 

　(5) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む事業者等 

　(6) 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体 

　(7) 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する

政治団体 

　(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める事業者等 

（支援金の額） 

第５条　支援金の額は、次の各号に掲げる令和８年１月分から令和８年１２月

分までのうち任意の１月の期間における経費の合計額（以下「経費合計額」

という。）の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

　(1) 経費合計額が３０，０００円以上２００，０００円未満の場合　２５，

０００円 

　(2) 経費合計額が２００，０００円以上５００，０００円未満の場合　５

０，０００円 

　(3) 経費合計額が５００，０００円以上の場合　１００，０００円  

（支援金の給付申請） 

第６条　支援金の給付を受けようとする事業者等は、吉川市事業者等に対する



原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付申請書兼請求書（様式第１号。以

下「申請書」という。）を市長が定める期日までに提出しなければならな

い。 

２　申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

　(1) 経費を確認できる書類 

　(2) 市内に住所又は事業所を有し、事業を営んでいることを証する書類 

　(3) 市税等を完納していることを証する書類 

　(4) 振込先口座が確認できる書類 

　(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

　（支援金の給付決定） 

第７条　市長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、その内容を

審査し、支援金の給付の可否を決定するものとする。 

２　市長は、前項の規定により支援金の給付を決定したときは、速やかに支援

金を申請者に給付するものとする。 

３　市長は、第１項の規定により支援金の給付の可否を決定したときは、吉川

市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付・不給付決定

通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

　（支援金の給付決定の取消し等） 

第８条　市長は、支援金の給付決定を受けた申請者が、次の各号のいずれかに

該当すると認めるときは、支援金の給付決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

(1) 第４条各号に掲げる事業者等に該当すると認めるとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により支援金の給付決定を受けたと認めるとき。 

２　市長は、前項の規定により、支援金の給付決定を取り消したときは、既に

給付した支援金の全部又は一部の返還を求めるものとする。 

３　前項の規定により支援金の返還を求められた事業者等は、市長が指定する

期日までに当該支援金を返還しなければならない。 

（報告等） 

第９条　市長は、必要があると認めるときは、支援金の給付決定を受けた事業

者等に対して報告させ、又は関係書類その他の物件を提出させることができ



る。 

（帳簿等の整備及び保管） 

第１０条　支援金の給付を受けた事業者等は、当該支援金の給付に係る証拠書

類を整備しておかなければならない。 

２　前項の証拠書類は、支援金の給付を受けた日の属する会計年度の翌会計年

度から５年間保管しなければならない。 

（補則） 

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

　　　附　則 

　この告示は、公布の日から施行する。



様式第１号(第６条関係)  

吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付申請書兼請求書 

年　　月　　日　 

　（宛先）吉川市長 

（法人にあっては、本社の所在地）所 在 地 

商号・屋号 

（ 法 人 に あ っ て は 、 代 表 者 の 職 ・ 氏 名 ）代表者名　　　　　　　　　　　　　　印 

電話番号 

　吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）の給付を受けたいので、

誓約事項に同意の上、下記のとおり必要書類を添えて申請するとともに、給付決定があっ

たときは、指定口座への振込みの方法により請求します。 

記 

（以下、担当確認欄） 

 

(1)誓約事項

・申請書に記載した事項及び添付書類に偽りはありません。 

・虚偽の申請であることが判明した場合には、支援金を返還します。 

・本申請に係る書類等は５年間保管し、請求されたときは速やかに提出

します。 

・申請日時点で事業を行っており、今後も引き続き事業を継続します。 

・要綱第４条各号に掲げる事業者等に該当しません。 

・本申請に係る審査のために、職員が市税等の納付状況を照会すること

に同意します。

 

(2)経費合計　　　　　

　額

月 光熱費 燃料費 合計

  

円

 

円

 

円

 税理士等 

確認欄

上記内容について、事実に相違ありません。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 
(3)請求額 金　　　　　　　　　　　　円

 

(4)振込先

金融機関名 支店名

 
種別 普通□・当座□ 口座番号

 
フリガナ

 
口座名義人

 
備考欄

 法人名ふりがな 業種

 代表者名ふりがな

 生年月日 ※個人事業主の場合のみ



様式第２号（第７条関係） 

  　第　　　号　 

　　年　　月　　日　 

 

　　　　　　　　　様 

 

吉川市長　　　　　　　　　印　 

 

吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付・不給付決定通知書 

 

年　　月　　日付けで申請のあった吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対

策支援金（第５弾）の給付について、下記のとおり決定しましたので、吉川市事業者等に

対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付要綱第７条第３項の規定により、下記の

とおり通知します。 

 

記 

 

１　給付審査結果　　　給付　・　不給付 

 

２　給 　付 　額　　　金　　　　　　　　　円 

 

３　不給付の場合の理由 

 

 

 


